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指定管理者評価シート

事業名

１　施設の概要

名称 所在地

開設時期 延床面積

目的

事業概要

主要施設

２　指定管理者

名称

指定期間

募集方法

指定単位

業務の範囲

３　評価単位

スポーツ交流施設運営管理費 スポーツ局スポーツ部施設課（211-3045）

札幌市スポーツ交流施設 東区栄町885番地1

1997年6月15日 19,157.56㎡

スポーツ等を通して市民の交流の促進を図ることにより、市民の健康増進及び市民文化の向
上に資するため

スポーツ等を通して憩い交流する場の提供、スポーツ教室などの開催（自主事業）

コミュニティドーム（屋内人工芝アリーナ、ランニングコース、トレーニング室、会議室など）、屋
外球技場、庭球場、パークゴルフ場、イベント広場など

一般財団法人札幌市スポーツ協会

令和5年4月1日～令和10年3月31日

非公募

当グループの指定管理者は、各施設を戦略的に活用し、本市のスポーツ施策をより効果的に
推進していくために、施設の管理運営のほか、多様なニーズに応じた多種多様なスポーツ教
室や体験教室、ジュニアアスリート発掘・育成事業などを長期的かつ一体的に構築・実施して
いく役割を担う。そのため、指定管理者には、施設の戦略的活用に係る、長期的な視野に
立った継続的な事業運営やノウハウの蓄積が特に必要（ガイドライン非公募区分１⑵）であ
り、また、事業の企画立案等を本市と一体となり、本市の継続的かつ積極的な関与の下で柔
軟に対応できる体制の構築が必要（非公募区分２⑴）となることから、既に良好な管理運営実
績を有する同法人を指定管理者として非公募で選定したもの。

施設数：1施設

施設維持管理業務、施設開放業務（利用料金制度）、スポーツ普及振興事業

施設数：1施設

複数施設を一括評価の場合、その理由：

複数施設を一括指定の場合、その理由：

所管課（電話番号）

Ⅰ　基本情報
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Ⅱ　令和7年度管理業務等の検証

項　目 実施状況
指定管理者
の自己評価

所管局の評価

1　業務の要求水準達成度

（１）統括管
理業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定 指定期間3年度となる
令和7年度において
も、施設の設置目的
を踏まえ、8つの基本
方針に基づいた各取
組を推進した。
特に施設の戦略的活
用に向けた長期的な
視野に立った継続的
な事業運営をはじめ
札幌市のスポーツ施
策と連動した施設運
営に取り組んだ。

▼　施設の設置目的や札幌市スポーツ推進計
画、施設を取り巻く環境の変化、お客様からのご
意見などを踏まえ、スポーツ交流施設の役割や機
能を最大限に発揮するとともに、市民サービスの
向上や経費の縮減を図るうえで、以下のとおり８
つの基本方針を定め、それぞれの事業目標の達
成に向けて取組を推進した。
「市民の福祉の増進と公平な施設利用の保持」
「スポーツ・健康づくりの拠点施設としての価値向
上」
「安全・安心な施設運営と快適な環境の整備」
「市民・お客様に対するサービス水準の向上」
「札幌市のスポーツ施策と連動した施設運営」
「地域住民やスポーツ団体等との連携事業の推
進」
「省エネや業務の効率化による管理費用の縮減」
「共生社会の実現」

全ての要求水
準を達成してい
ることから、『B』
評価とする。
なお、小項目別
の評価は以下
のとおり。

各指定管理業
務を推進するた
めの８つの基本
方針を定め、そ
の達成に向けた
施設運営の取
組を推進してい
る。

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績 障がいのある方に対
する配慮などについ
ては、研修などで職
員の意識向上を図る
とともに、SNSを活用
して広く教室受講者を
募るなど、子どもから
高齢者、障がいのあ
る方など全ての市民
に対し、公平にスポー
ツへの参画機会が得
られる環境づくりの整
備に取り組んだ。

障がいの有無、
国籍、年齢など
に関わらず、幅
広い利用需要に
対応するための
各種取組を行っ
ており、平等利
用の確保に努め
ていると評価で
きる。

▼　「公共サービス従事者の基本原則である人権
尊重と公平性の理念及び施設の設置目的・位置
づけや関係条例などについて、管理運営に携わる
職員及び委託事業者などの全てのスタッフが理
解し、適切な運用を行う体制を整えます。」という
方針に基づき、研修などを通じて職員の意識向上
を図った。

▼　障がい者等対応研修、接客・接遇に関する
OJTなどで、不当な差別的行為が発生しない体
制づくりに取り組んだ。

▼　障がいのある方に対する接遇の姿勢や個別
の場面において適切な対応・判断をするための指
標となる「障がいのある方への配慮のガイドライ
ン」に基づき、障害者差別解消法に適切に対応し
た。

▼　個人利用、専用利用、自主事業の開放形態
は、過去の利用状況や市民ニーズを考慮して検
討し、偏りをなくすことで、全ての利用者に対して
公平中立となるよう設定した。

▼　施設の利用受付、使用承認・不承認、利用料
金の収受、還付などに関する事務手続きは、札幌
市スポーツ交流施設条例、同施行規則、「札幌市
スポーツ交流施設使用料還付事務取扱要綱」な
どに準拠して公平に行った。

▼　筆談具やコミュニケーション支援ボード、タブ
レットPCなどを配置し、コミュニケーションのバリア
フリーを推進した。公式ホームページにおいては、
外国語自動翻訳サービスを提供し、外国人が利
用しやすい情報の提供を行った。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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▼　幼児から高齢者、障がいのある方などの様々
なニーズや特性に合わせた種目、運動強度、運
動時間のプログラムを提供し、利用機会の平等性
を確保した。

▼　自主事業の参加は、募集案内を広報さっぽろ
やフリーペーパー等に掲載することに加え、協会
LINEなどのSNSや協会ホームページなどにより広
く募集を行い、厳正な抽選により決定することで、
均等な機会を確保した。

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進 札幌市が推進する環
境配慮施策に準拠し
た省エネに取り組み、
環境マネジメントシス
テムに準じた消耗品
の指定品を協会全体
で定めるなど、日常的
な環境配慮に取組ん
だ。

札幌市が推進
する環境施策を
中心に、環境配
慮の各種取組を
実行している。
今後ともより一
層の積極的な
取組を期待す
る。

▼　札幌市環境マネジメントシステムとの整合を
図りながら、持続可能な低炭素社会に向けた温
暖化対策や環境負荷の軽減などへの取組を推進
するため、エネルギーの管理・合理化及び省エネ
ルギーの取組の推進、職員の環境配慮への教育
と意識づけの推進などを基本方針として定めた。

▼　電力事業者の提供するでんき予報や需給
ひっ迫準備情報に基づき、諸室の照明の間引き・
消灯、空調の調整を行った。

▼　札幌市などが推進する取組に参画し、各種取
組を行った。
・「生物多様性さっぽろ応援宣言企業・団体」への
登録継続
・さっぽろエコスタイル（クールビズ・ウォームビズ）
の継続実施
・北海道グリーン・ビズ認定制度の「優良な取組」
部門「さっぽろエコメンバー登録制度」レベル3に
登録継続

▼　札幌市の事業者として、環境マネジメントシス
テムの運用などを通じ、積極的に環境配慮の取
組を推進した。

▼　自動販売機設置業者一元化により、商品補
充・運搬の効率化を図るとともに、省エネ・ノンフロ
ン環境対策の機器を設置し、CO2の削減を行なっ
た。

▼　施設で使用する清掃溶剤などは揮発性有機
化合物の少ない製品を使用するよう仕様書に示
し、徹底した。

▼　OA機器の節電設定/間引き節電/照明設備
のLED化/人感センサー設置自動販売機は環境
配慮型(LED照明・ノンフロンヒートポンプ・ディスプ
レイ節電)を設置／リサイクルトナーカートリッジの
使用／封筒の再利用／使用済ペーパーの裏面
再利用の徹底と古紙回収を積極的に活用した。

▼　廃食油回収ボックスを設置し、リサイクル事業
を推進した。
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▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整
備、従事者の確保・配置、人材育成）

管理運営業務計画書
に基づき、施設管理
運営の経験・ノウハウ
を持つ統括責任者の
ほか、経験豊富な職
員や必要とされる資
格保有者を適正に配
置した。
また、正職員、パート
職員を確保するめの
採用事務を適正に行
うとともに、人材育成
計画に基づく多様な
研修やOJTを実施し、
各業務を推進するた
めの資質の向上に取
り組んだ。

安全安心な施
設の運営管理
が、計画どおり
持続されるため
の体制が構築さ
れており、公共
施設としての安
定的・継続的な
運営に適ってい
ると評価でき
る。今後は、施
設管理部門、事
業企画部門、経
営管理部門の
連携をより強化
し、市民等に対
してより大きな
価値を生み出す
ような組織運営
を期待する。

【責任者の配置】

▼　指定管理業務を一元的に統括する統括責任
者を「グループ統括」として配置した。

▼　施設の業務を推進し、統括責任者の職務代
理者となる館長（施設責任者）を配置した。

▼　各責任者は、「上級スポーツ施設管理士」、
「防火管理者」、「不当要求防止責任者」、「普通
応急手当講習」「水上安全訓練講習」などの資格
を有し、公の施設の管理運営に関して長年の実
務経験者を配置した。

【組織整備】

▼　統括責任者・グループ課長の他、館長、担当
職員（正・契約職員）などを適正に配置するととも
に、清掃などの維持管理委託事業者や委嘱ス
ポーツ指導員をスタッフの一員として編成し、実効
性の高い重層的な管理体制を構築した。

▼　札幌市のスポーツ施策を総合的に推進する
当協会の事務局が一体となり、施設の管理運
営、人材育成、職種別・階層別研修などを体系的
に実施することで、強固な組織体制を保持した。

▼　職員の事務分掌を作成し、業務分担を明確化
した。

▼　統括責任者以下、職員の指揮命令系統を明
確にしたうえで業務にあたった。

▼　緊急連絡網を作成し、共有した。

【従業員の確保・配置】

▼　管理運営業務計画書のとおり職員を配置する
ため、正職員（総合）採用試験を行い、内部職員
から12名を採用した。また、正職員（職務限定）採
用試験を行い、47名（うち内部25名、外部22名）を
採用し、各指定管理施設などに配置した。

▼　契約職員やパートタイム職員（受付・管理業
務）に欠員が生じた場合は、事務局、各施設の両
方で募集を行い、面接により適時採用を行い、管
理運営業務計画書のとおり職員を配置できるよう
に努めた。
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【人材育成】

▼　当協会の人材育成計画に基づく階層別研修
プランを毎年度策定し、各職位で必要と考えられ
る研修を習得した。また、階層別研修で学んだ内
容をもとに各施設のOJTに活かしスキルを向上さ
せ、OFF‐JTでは通信教育の活用を行い、特定の
専門知識を身につけた。

新規採用正職員研修
コミュニケーション・キャリアデザイン研修
コミュニケーション研修
サービス介助基礎研修
認知症サポーター養成講座
不当要求防止責任者講習
ウェブアクセシビリティ研修
チームワーク研修
人材確保と定着のための戦略的アプローチ
教室事業研修
人材確保支援セミナー
後輩指導力の向上研修
健康づくり講演会
社会保険事務講習会
マネジメント・人材育成研修
人材の定着力向上・育成セミナー
30歳代向けキャリアデザイン研修
評価者研修
トレーニングの基礎知識研修
リーディング・エッジ・マネジメント・セミナー
ビジネスマナー研修
クレーム対応研修
発達障がいへの理解促進研修
障がいのある方への対応研修
令和7年度「全国年金委員研修」

【通信研修】
図解とイラストで学ぶマーケティング
速習！大人のペン字
任せる心得・任せるコツ
１からはじめるITリテラシー超入門
EXCELマクロ＆VBA入門
Outlook徹底活用術（2021対応）
情報分析力を鍛える
はじめて学ぶ会社の数字
「AIをビジネスに活かす」～活用メリットからリスク
対応まで～
40歳代向けキャリアデザイン研修

▼　新型コロナウイルス感染症を契機として、拠
点とする研修会場と施設をオンラインで繋ぎ、研
修や講座を実施することで、移動時間の削減など
の業務効率化やリスク回避につながることから継
続実施をしている。

▼　令和7年度に実施または受講した特徴ある職員
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▽　管理水準の維持向上に向けた取組 札幌市のスポーツ施
策を推進するため、グ
ループ内のみならず、
他の管理グループと
情報共有が図られる
よう様々な階層での
会議を実施すること
で、札幌市におけるス
ポーツ施設の課題を
横断的に捉えて、課
題解決に向けた協
議・検討に取り組ん
だ。

他の施設グルー
プの指定管理も
行っている立場
から、グループ
の垣根を超えた
情報共有や運
営水準の統一
化が行われてい
る。また、他団
体における最新
の取組を積極的
に把握してお
り、管理水準の
維持向上に向け
た取組として評
価できる。今後
も他のグループ
や他団体におけ
る好事例の横展
開など、サービ
ス水準の向上に
向けた連携を強
化していくことを
期待する。

▼　日常業務において、朝礼などの実施、業務日
誌の作成により、職員間の円滑な報告及び情報
共有の徹底を図った。

▼　事務局本部会議、課長以上会議、館長会
議、担当者会議、職務限定職会議などを定期的
に開催し、他の指定管理グループと横断的に施
設運営上の課題解決に向けて検討・協議及び情
報の共有を図った。

▼　他の指定管理グループの責任者や職員と積
極的に情報共有を図ることで、組織的に、札幌市
の公のスポーツ施設の管理運営と市民のスポー
ツ・健康づくり活動の推進に取り組んだ。

▼　施設責任者（館長）が利用者の安全と快適な
利用、効率性の視点から改善の意識を持って管
理運営業務にあたることをOJTなどで教育し、
PDCAサイクルによる業務の見直しと改善、情報
の共有を徹底し業務水準の維持向上に努めた。

▼　外国人利用者や聴覚に障がいのある方に対
する利便性向上を図るため、翻訳や筆談機能を備
えたタブレットＰＣの配備を継続した。また、受付
窓口においても、このタブレットＰＣを活用して施設
案内を行うなど、電子化を推進し、窓口業務の質
を向上させた。

▼　文書管理機能のワークフローを活用して、事
故報告書などを共有し、各施設でのリスクマネジ
メントに役立てて、各施設の管理水準の向上に努
めた。

▼　業務の標準化（統一化）や、大規模災害や職
員の感染症感染による施設運営のリスク管理体
制の構築のため作成した管理作業マニュアルに
ついて、研修等により職員に周知徹底を図ること
により、各施設の管理水準の維持向上に努めた。

▼　日本公共スポーツ施策推進協議会に参画し、
全国的な外郭団体や民間企業における最新の取
り組みについて学び、更なる管理水準の向上へ
の検討材料とした。
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▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適
正確保、受託者への適切監督、履行確認）

委託事業者への指示
命令系統を明確化
し、連絡体制を整備す
るとともに、直接の立
会い検査だけではな
く、作業報告書や写
真などにより、適正に
履行の検査・確認を
行った。

受託者への指
示命令系統を明
確化し、作業報
告書や立ち合い
による履行確
認、労働環境の
調査等を適切に
実施している。

▼　清掃業務、警備業務、設備の保守管理業
務、法定に基づく各種点検業務などを第三者に委
託した。
また、継続的な契約により経費の削減、事務の軽
減が見込まれる業務は複数年の契約を締結し
た。

▼　業務が適正に履行されるよう、適時、立ち合
い検査や作業報告書や作業写真などにより適正
な履行検査・確認を行った。

▼　委託事業者に従事する労働者の労働環境維
持向上のため、札幌市の「雇用環境調査」に伴う
賃金、労働時間・条件、各種保険への加入、健康
診断の有無などの調査要請と確認を行った。

▼　館長（施設責任者）は、委託事業者への指示
命令系統を明確化し、連絡体制を整備した。

▼　「暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律」および「暴排条例」などに則り、契約書に
「暴力排除条項」「契約解除条項」を記載し、反社
会勢力との関係排除を徹底した。
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▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議
会等の開催）

札幌市及び外部委員
にて構成した運営協
議会を年4回開催し、
各施設の利用状況や
取組状況を報告をお
こなった。協議事項と
しては、スポーツ活性
化やすそ野拡大にお
いて課題となる指導
者の確保や指導力の
向上、広報での取
組、PR方法について
意見交換をおこなっ
た。
また、施設を戦略的
に活用した事業を実
施していく上で必須と
なるプロスポーツ団体
や加盟競技団体との
連携を深めることがで
きている。

運営協議会につ
いては要求水準
どおり年４回開
催し、「スポーツ
施設の戦略的
活用」の推進に
あたり、単なる
利用状況等の
報告にとどまら
ず、スポーツ振
興に関する様々
な課題を協議事
項に設定し、委
員から多角的な
意見を引き出し
ている。また、
「地域スポーツ
の活性化・すそ
野拡大」に関す
る課題を中心に
活発な意見交
換が行われ、有
意義な場となっ
ている。
今後は、現在実
施中の「次世代
トップアスリート
輩出」や「トップ
アスリート活用」
等の事業につい
ても積極的に協
議事項とし、委
員の幅広い知
見を取り入れる
ことで施策をより
効果的なものと
されたい。
加えて、「アス
リート育成の成
果をどう施設の
魅力向上や競
技の裾野拡大
に還元していく
か」といった事
業間の好循環
の創出について
も踏み込んだ議
論を行い、提案
内容を具体的な
事業計画に反
映・検証していく
など、より実効
性の高い協議
がなされることを
期待する。

▼　運営協議会の開催状況は下表のとおり

開催回 協議内容

第１回
 ９月16日

指導者の確保と指導力の向上に
ついて

第２回
11月21日

スポーツ教室における広報・PRに
ついて

第３回
２月３日

スポーツの活性化に向けた人口
動態の変化への対応について

第４回
３月24日

令和７年度における協議事項の
総括

報告内容

報告事項
（全日程共
通事項）

協議会委員

・利用者団体：札幌市スポーツ少年団、札幌市
中学校体育連盟、（一財）札幌市障がい者ス
ポーツ協会、
当協会加盟競技団体
・外部有識者：北翔大学、北海道新聞社
・札幌市：スポーツ局スポーツ部部長
・指定管理者：（一財）札幌市スポーツ協会　事
務局各部長

▼　令和7年4月1日から条例改正（利用料改定
等）により利用料金が変更となったが、事前に札
幌市関係部局とこまめな調整をおこない対応した
ことにより、大きなトラブルもなく、利用者のスムー
ズな施設利用につながった。

▼　札幌市関係部局及び利用者団体との連携
札幌市関係部局及び、利用者団体や地域団体、
住民などとの良好な連携体制を構築した。

①　地域住民のスポーツ・健康づくり活動を支援
するため、区が運営主体となる「ひがしく健康ス
ポーツまつり」などのスポーツ・レクリエーションイ
ベントを通じ、区役所、区民センターなどと連携を
図り良好な関係を築いた。

②　自主事業の大会やイベントの開催にあたり、
東区パークゴルフ協会の団体と協力・連携して事
業を実施した。

①　四半期のスポーツ施設利用状況
②　苦情・要望の分析報告
③　各施設の市民サービス向上や管
理水準の維持向上に向けた取り組
み
④　トップアスリート活用事業の状況
⑤　スポーツ活性化・すそ野拡大事
業の状況
⑥　次世代トップアスリート輩出事業
の取り組み状況
⑦　その他
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③　地域活動の活性化を図るため、「栄町花いっ
ぱいプロジェクト」などの地域イベントを通じ、町内
会関係団体、体育（スポーツ）振興会、児童会館
などと連携を図り、良好な関係を築いた。

④　プロスポネットSAPPOROの「北海道コンサ
ドーレ札幌」、「北海道日本ハムファイターズ」、
「レバンガ北海道」、「エスポラーダ北海道」や「北
海道イエロースターズ」などのプロチーム・トップ
チームの活動を当協会全体で支援するとともに、
協働イベントや教室などの開催を通じて、子ども達
と選手が触れ合う機会の創出に寄与した。

⑤　高等教育機関や専門機関、関係団体などと
連携、協働体制を構築し、スポーツ事業の企画立
案や専門性の高い運動プログラムの開発と提供
を行なった。
【連携、協働内容】
・北翔大学との「事業連携に関する協定」継続（ス
ポーツボランティアの実習等）
・スポーツボランティアネットワークへの参画
・日本公共スポーツ施策推進協議会への参画
・一般社団法人幼少年体育指導士会と連携した
「幼少年体育指導士認定講座」の開催（対面及び
オンライン開催）

▼　加盟競技団体との連絡調整
加盟競技団体（53団体）における各種事業への
助成にあたり、適時、事業内容及び決算状況等
の確認を実施したほか、指導者を対象とした講習
会を開催し、健全な団体活動の一助となる様、適
切な対応を行った。

▼　スポーツ少年団との連絡調整
各種交流事業の開催や、顕彰・表彰の推薦等、
北海道スポーツ少年団及び札幌市からの通知に
ついて、札幌市スポーツ少年団専門部並びに単
位団へ随時、情報共有を行ったほか、指導者・母
集団に対して研修会を開催することで、適切な活
動を促した。
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▼　その他関係団体を通じた社会貢献等の取組

①　地域防犯活動
札幌市内の事業者として地域とのつながりを深
め、安全・安心な優しいまちづくりに協力した。
【主な取組】
・札幌市地域安全サポーターズ活動への協力
・子ども110番の店

③　地域への安全なスポーツ環境の提供
札幌市消防局の推進するさっぽろ救急サポーター
事業に協力し、応急手当のできる職員を配置し、
施設内及び地域の安全・安心な環境づくりに協力
した。

④　各種募金への協力
社会貢献や地域支援などを目的として、施設利用
者及び関係機関と連携し、各種募金に協力した。
【協会全体】
・盲導犬育成支援募金（157,976円／累計
1,976,770円）
・赤い羽根募金（2,951円）
・能登半島地震災害義援金（129,931円）

▼　指定管理者の表示
書類の他、利用時間割、各種事業の募集要項を
はじめとする配布物にも市民がわかりやすいよう
指定管理者の表示を行った。

▽　財務（資金管理、現金の適正管理） 現金の取扱いに関す
る規程や規則、マニュ
アルを活用し、適正な
処理を行うことで不祥
事を未然に防止する
体制を強化している。
また、公認会計士な
どの専門的見地から
確認を行うことで適正
かつ健全な資金管
理、財務処理を行って
いる。

必要な規程類を
整備するととも
に、複数の監
査・検査により
健全な管理に努
めている。今後
も、適正な資金
管理、現金管理
が徹底されるよ
う、緊張感を
持った対応を求
める。

▼　現金などの取扱いについては、現金等取扱
規程となる当協会の財務会計規程、財務会計規
程運用規則、物品取扱要領と併せて現金取扱マ
ニュアルを整備した。　

▼　現金取扱マニュアルに記載されている内容の
徹底を図り、不祥事を未然に防ぐ体制を強化して
いる。
併せて、懲戒処分細則に不祥事に対する罰則規
定を定め、厳格な管理に継続して取り組んでい
る。

▼　税理士や公認会計士からの助言と定期的な
検査・監査を受け、高い透明性とコンプライアンス
を確保している。
・顧問税理士により、毎月、会計帳簿・財務諸表
などを検査
・公認会計士により、年3回、監査
・当協会監事による決算時の監査
・札幌市により、年2回、財務検査

②　さぽーとほっと基金への登録
札幌市内の町内会やボランティア団体を助成する
ためのさぽーとほっと基金に寄付を行い、札幌の
まちづくり活動を支える活動に協力した。

▼　当協会が定める定款及び財務会計規程、財
務会計規程運用規則の他、各種法令、公益法人
会計基準などに準拠し、指定管理業務、自主事
業に区分して適正に資金管理を行っている。
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▽　要望・苦情対応 要望・苦情に対して
は、グループウェアを
活用することで、迅速
に情報共有を図り、適
切な回答ができるよう
取り組んだ。

要望対応手続き
に関するマニュ
アルの活用、及
び職員間の情
報共有により、
適切に対応して
いる。今後も市
との連絡を密に
し、迅速かつ適
切な対応を行
い、利用者満足
度の向上に努め
ていただきた
い。

▼　要望・苦情については「お客様の要望対応マ
ニュアル」を整備し、継続して職員に周知してい
る。

▼　施設に直接寄せられた要望・苦情は施設責
任者が担当窓口となり、その内容に応じて必要な
対応を行った。
また、グループウェアや業務日誌による一元化し
た情報共有を行い、引継ぎを行うとともに、早期の
業務改善に反映させている。

▼　ホームページのお問合せフォームから各施設
担当者のグループウェアに直接お問合せメールが
送信されるシステムを活用し、全てのお問合せに
対し７日以内に回答した。

▼　施設内にご意見箱を設置し、寄せられた要
望・苦情に対する回答は、迅速に館内掲示した。

▼　札幌市の判断を要するものは、速やかに報
告・相談し、連携を図りながら対応にあたった。

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモ
ニタリングの実施、事業報告、札幌市の検査等への
対応、自己評価の実施）

記録文書などは当協
会の規則に則り管
理・保管されており、
メールなどで寄せられ
た要望についてはグ
ループウェアを通じて
統括責任者まで共有
されることで、施設運
営の改善に役立てる
ことができた。

要求水準に基づ
き適正に対応し
ており、記録や
帳簿類の紛失
など不適切事案
も発生していな
い。

▼　管理運営業務に関する記録や帳簿類は、年
度ごとに適切に整備し、仕様書に定められた期間
及び当協会の規程に則り、適正に管理・保管し
た。

▼　メールで寄せられた要望・苦情は「要望」、
「意見」、「苦情」、「問合せ」に分類し、グループ
ウェアで情報を共有し、業務改善に役立てた。

▼　札幌市が示すチェックリストにより、業務・財
務に関する自己チェックを前期と後期の２回実施
した。

▼　コンプライアンスやガバナンス、利用者サービ
スと業務の改善を目的としたセルフモニタリングを
実施した。
①コンプライアンス委員会により、特定個人情報
の取扱状況及びガバナンス状況の確認と評価を
行った。
②リスク管理委員会を2回、部会を4回開催し、内
部リスク抽出、事故防止につなげた。
③外部監査（監査法人会計監査3回、税務監査
11回実施）
④利用者のご意見などを記載する専用カードと回
収箱の常時設置による要望などの収集
⑤当協会ホームページのご意見メールの機能に
よる市民からの要望などの収集
⑥大会・イベント等参加者に対する事業内容の検
証とプログラムサービスの改善に関するニーズ・
意見の収集（事業の実施時間の変更など）

▼　施設の利用状況・利用料金収入状況に関す
る毎月の報告のほか、修繕完了時の報告、事故
発生時の報告を適時行った。また、事業年度終了
に伴う管理運営業務の実施状況などの事業報告
を行った。



（別紙１）

12

（２）労働関
係法令遵
守、雇用環
境維持向上

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上 札幌市ワーク・ライフ・
バランスplus企業（ス
テップ３）として認証を
受けているほか、労
働安全衛生委員会や
労働安全衛生懇談会
を開催して職場巡視
チェックをするなど、職
場環境の改善を推進
した。ワーク・ライフ・
バランスの推進の取
組みとして、育児休業
や短時間制度につい
ては法定を上回る制
度を構築している。

▼　施設で働く職員に対し、指定管理者の申込時
に提案した収支計画書に記載した最低の時給を
上回り、かつ最低賃金1,075円（令和7年10月4日
発効）を上回る時給を支給した。

障がい者雇用
率について、法
定雇用率2.5％
のところ、3.26%
と大きく上回っ
ている。また、
育児休業や育
児短時間勤務
制度などを法定
以上に設定し、
有期雇用職員
から正職員への
転換も実施する
など、仕様書の
水準を大幅に超
える優れた雇用
環境の整備・維
持向上に寄与し
ている点を高く
評価する。

▼　労働者災害補償保険法に基づき、全ての労
働者は労災保険に、条件を満たす労働者は雇用
保険に加入した。
また、労働安全衛生法に基づき、労働者が50人
以上の施設には、労働安全衛生委員会、50人以
下の施設には労働安全衛生懇談会を設置し、定
期的に会議を行うとともに、リスクアセスメントの観
点から職場巡視チェックを実施するなど、労働災
害の防止と、職場環境の改善を推し進めた。

▼　労働安全衛生法に基づき、雇入れ時に、健康
診断を実施するとともに、1年に1回定期健康診断
を実施した。
また、職員の健康管理のため、内科医及び心療
内科医を産業医として選任するとともに、ストレス
チェック制度実施規程に基づき、職員数が50人未
満の事業場の職員に対してもストレスチェックを実
施するなど、職員の健康管理に適正に対応した。

▼　労働基準監督署からの行政指導を受けな
かった。

▼　育児休業については法定を上回る3歳に満た
ない子まで取得が可能であり、育児短時間勤務
制度についても法定を上回る小学校就学前の子
まで取得が可能な制度としている。

▼　高齢者等雇用の安定等に関する法律に基づ
き、定年（60歳）退職後に、希望者全員を65歳ま
で継続雇用し、高齢者の雇用を促進した。

▼　労働基準法第36条に基づき「時間外労働及
び休日労働に関する協定（36協定）」を締結（更
新）し、時間外労働の上限は原則として月45 時
間・年360 時間とし、臨時的な特別の事情があ
り、時間外労働の上限を超えることが予想される
施設については、施設・課ごとに特別条項を設定
し、所轄労働基準監督署への届出を行った。

▼　厚生年金保険法及び健康保険法に基づき、
労働者の勤務形態、家族状況などに応じて厚生
年金保険、健康保険に適切に加入し、必要に応じ
て適切に届け出を行った。短時間労働者に対する
健康保険・厚生年金保険に関しては、条件を満た
す労働者全員が加入し、対応している。

▼　正職員を新たに雇用する際、現在の有期雇
用職員から希望者を募り、内部登用試験を実施し
た。その結果、当協会全体で有期雇用職員25名
を正職員に転換した。

▼　障がい者の雇用の促進等に関する法律に基
づき、障がい者の雇用促進を積極的に取り組み、
法定雇用率2.5％を上回る3.26％の雇用率となっ
た。
障がいの有無の関わらず働きやすい環境を作る
ように取り組んだ。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ



（別紙１）

13

▼　委託事業者に従事する労働者の労働環境維
持向上のため、札幌市の「雇用環境調査」に伴う
賃金、労働時間・条件、各種保険への加入、健康
診断の有無などの調査要請と確認を行った。

▼　子の看護等休暇で感染症に伴う学校閉鎖や
入園（入学）式、卒園（卒業）式への参加でも取得
可能とするように制度を拡大した。

（3）施設・
設備等の維
持管理業務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス
向上への配慮、連絡体制確保、保険加入）

利用者の安全確保の
ため各種の管理マ
ニュアルを整備し、管
理水準が保たれるよ
うに取り組んだ。ま
た、大型イベントでは
主催者と綿密な打ち
合わせを行い、イベン
ト開催時の安全性を
確保することができ
た。

全ての要求水
準を達成してい
ることから、『B』
評価とする。
なお、小項目別
の評価は以下
のとおり。

▼　施設利用に際してのコンセントの使用につい
て、近年の健康・運動管理機器の電子化などを考
慮して、施設利用者による電源コンセントの使用
基準を緩和し、市民サービスの向上を図った。 各種マニュアル

の整備や見利
用者の安全確
保を適切に行っ
ており、評価で
きる。特にコミュ
ニティドームは
大型イベント開
催時は多くの来
場者が利用する
ため特に注意が
必要であるが、
消防や警察など
の関係機関と綿
密な打合せを行
い、事故等の発
生防止に努めて
いる。

▼　展示会などの大型イベントは、事前に消防
署、警察署への届出が必要となることから、主催
者と綿密な打ち合わせを行ったうえで消防計画な
どを策定し、イベント開催時の安全性を確保した。

▼　施設賠償責任保険（交差責任担保特約の付
加）、運送保険、車両保険、店舗賠償責任保険に
加入し、利用者及び職員への適切な補償体制を
整備した。
また、施設賠償責任保険における賠償額は、対
人・対物とも仕様書に示す基準補償額を大きく上
回っている。（対人/1事故4億円、1人1億円、対
物/1事故5千万円）

▼　管理運営マニュアル、事故対応マニュアル、
災害対応マニュアルなど各業務に沿ったマニュア
ルを整備・見直しし、施設内で共有を図るとともに
施設の設備状況に合わせた巡回点検表を活用
し、異常の有無を確認するなど、継続的な安全確
保とサービス水準の向上を図った。

▼　施設の拾得物については、、特例施設占有
者として定められた期間内に所轄警察署へ届出
を行ったほか、「拾得物・遺失物の取扱マニュア
ル」を活用し、適切に取扱った。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点
検、修繕、備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

業務仕様書に即し
て、利用者の安全・安
心を最優先とした管
理を徹底するととも
に、第三者委託により
実施する業務は委託
業者と連携を密にしな
がら、各施設の館長
（施設責任者）が責任
を持って履行状況を
確認して、要求水準を
満たす維持管理を行
なった。

コミュニティドー
ム、パークゴル
フ場、テニスコー
トといった複合
的機能を持つ施
設の維持管理
に必要な各種業
務について、着
実に対応してい
る。パークゴル
フ場においては
高度な技術や
知見を必要とす
る天然芝の維持
管理を確実に
行っている。施
設修繕につい
て、協定に定め
る金額以上の対
応を指定管理者
として行うなど、
施設の維持管
理や利用者の
利便性向上に
向けて積極的な
取組を行ってお
り、高く評価でき
る。

▼　警備業務
開館時間帯は職員が施設内の秩序維持にあた
り、閉館後は有人警備により関係団体の出入り
管理を行い、適正に記録・報告を行うとともに、火
災、盗難、破壊などの事故発生時及び気象警報
の発令時には巡回などを実施し警戒にあたり、事
故防止に努めた。
また、閉館時間帯に異常が発生した場合には、
職員が急行できる連絡・参集体制を整備した。
より一層のセキュリティ強化を目的として、職員通
用口に独自に電気錠を設置し、暗証番号の入力
による入出管理を行っている。
さらには、現金管理のリスク軽減のため現金輸送
警備を導入した。

▼　維持管理及び保守点検
施設・設備の機能を良好に維持するため、暖房・
給湯ボイラー、空調設備などの日常点検、自主点
検を計画的に実施し、劣化及び損傷の早期発見
と予防保全を行った。
また、建築基準法、電気事業法、消防法などに定
められた法令点検については専門業者への第三
者委託により実施し、機器などの適切な管理を
行った。
・パークゴルフ場の維持管理
「スポーツターフ管理者」などの資格を有する担当
職員を配置し専門的な機器を配備し、シーズンを
通して芝生の密度、色、においなどの状態を観察
し、天候や利用状況に応じた適切な維持管理を
行った。

▼　修繕
施設などの修繕は、市民利用に支障が生じない
よう緊急度や破損の状況を考慮し、必要な初期対
応を講じたうえで、職員または専門業者にて修繕
を行い、協定に定める金額以上の修繕を実施し
た。
また、緊急度が高いものについては早急に札幌
市に報告するとともに、随時札幌市と打合せを行
いながら、損傷を最小限に抑えるよう努めた。
併せて、札幌市が直接行う施設の修繕に関して、
要望書を取りまとめ、現地確認を行うなど、市有
施設としての効率的な保全に協力した。

▼　備品管理
日常・定期点検、清掃などを実施し、異常を早期
発見するとともに、スポーツ器具などの保守点検
を専門業者に委託し、所要の性能を発揮できる状
態を維持した。

▼　清掃業務
施設の快適な環境を保つため、日常清掃、計画
清掃及び廃棄物収集処理は第三者委託により実
施し、計画清掃は計画に基づき日常清掃では行う
ことが困難な床ワックス塗布や高所窓ガラス清掃
などの清掃を行った。



（別紙１）

15

▼　駐車場管理
場内での事故や交通渋滞の防止のため、車両の
監視、誘導などを適切に行うとともに、大規模な大
会やイベント利用時には、主催者が提示する駐車
場警備計画に対して適切なアドバイスを行い、来
場者数に応じてイベント広場や外構緑地部分へ
の駐車スペースの拡大を図った。

▼　外構緑地管理
職員が植栽を含む外構緑地の点検、剪定、除
草、冬囲いなどを適切に行った。
また、1級造園施工管理技士の有資格者により、
施設の立木調査を行い、保有樹木を危険木、枯
損木、枯れ枝などに分けた立木調査野帳を整備
した。

▼　敷地管理
境界標が滅失しないよう日常的な点検と併せて、
位置図面と写真台帳を作成、更新し、常に確認可
能な状態にするとともに、札幌市の調査に協力し
た。

▼　除排雪業務
利用者の安全と利便性を確保のため、施設職員
が除雪を直接実施したほか、駐車場内の除雪は
積雪10㎝以上を基準として第三者委託により行っ
た。
また、随時、職員にて通路・歩道の除雪、凍結時
の砂撒き、氷割、雪庇落とし、落雪危険箇所の立
ち入り禁止対応などを行った。　

▽　防災 施設で消防・避難訓
練を実施するなど、防
災意識の向上に努め
た。
指定緊急避難場所兼
指定避難所として、災
害時における対応を
マニュアル化し、役割
分担などを明確にす
ることで、緊急時対応
に備えるとともに、人
事異動に伴う参集施
設の見直している。

災害等の危機
発生時を想定し
た対応を着実に
行っている。災
害等はいつ発生
するか予測が困
難であるため、
施設利用者、職
員、市民の安全
確保に向けて今
後も引き続き緊
張感を持って対
応されるよう期
待する。

▼　札幌市危機管理基本指針及び札幌市国民保
護計画等にに基づき、災害発生時に職員及び委
託事業者が共通の認識を持って適切な対応がで
きるよう、業務分担などを定めた「災害対応マニュ
アル」を整備している。

▼　災害発生時において迅速に避難誘導対応が
できるよう、消防計画に基づき、避難訓練を実施し
た。

▼　ケガなどの発生を想定した事故対応シミュ
レーションの研修を実施した。

▼　災害時における緊急時飲料提供ベンダーの
設置を継続した。

▼人事異動に伴う参集施設の見直しを行い、総
括課長、館長は勤務施設に参集するよう適正に
配置し、指定緊急避難場所や原子力災害時一時
滞在場所、消防（物資拠点・宿営）となる施設へ
の参集職員数を調整した。
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（4）事業の
計画・実施
業務

施設の利用促進につ
なげるため、教室事
業での助成制度を設
けるなど、サービス向
上に取り組んだ。ま
た、供用時間の拡大
などにも柔軟に対応
し、利用者ニーズに合
わせてサービス向上
を図った。

▼　自主事業のスポーツ教室の受講料支払方法
について、納入手続きのための来館が不要となる
ことや受付窓口の混雑緩和、利用者の利便性向
上を目的として、WEB 決済（クレジットカード決済・
コンビニ決済）を導入し利便性向上に努めている。

全ての要求水
準を達成し、「利
用者増・市民
サービス向上に
つながる取組」
の項目について
は要求水準を超
える取組が行わ
れていることか
ら、『A』評価とす
る。なお、小項
目別の評価は
以下のとおり。

▼　多くの方に当協会が開催している教室を知っ
ていただき、施設の利用促進につなげるため、企
業や福利共済団体と連携し、スポーツ教室の受
講料や体験受講料の助成制度を導入した。
【連携企業】
札幌市中小企業共済センター、JAF

▼　競技大会開催のための供用時間の拡大や競
技の普及振興のために供用時間外での専用枠を
設置するなど、競技団体のニーズに柔軟に対応
することで、競技団体をサポートするとともに、他
の利用者が最大限利用できるように供用時間の
拡大をした。

▼　小学生の夏休み・冬休み期間や土・日曜日な
どに教室を実施する場合は、施設の供用時間にと
らわれず、受講者のニーズに合わせた供用時間
の拡大を実施した。

教室受講料の
WEB決済や企
業連携による助
成制度の導入
により、利用者
のすそ野拡大に
貢献している。
また、競技団体
のニーズに合わ
せて供用時間
の拡大などに柔
軟に対応し、競
技の振興に寄
与している。こ
れらの多様な利
用者のニーズに
即した積極的な
取組を高く評価
する。

▼　10月第2月曜日のスポーツの日には、施設を
訪れたことのない方にも来館していただけるよう
に、施設の特徴をいかした様々な種目を設定し、
スポーツへの参加機会の拡大をはかるために無
料開放を実施した。

▼　他の施設で購入した回数券や一カ月券でも
利用を可能とすることで、スポーツ活動の継続化
に向けたサービス向上を図った。

▼　いつでも誰もが気軽に立ち寄ることができ、楽
しく歩きながら「世界共通のパスポート＆歩行記
録認定」が受けられるウオーキングの駅としてウ
オーキングステーションを設置し、日常的にスポー
ツ・健康づくり活動をおこなえる環境を整えた。
【設置施設とコース数】
スポーツ交流施設・・・3コース

▽各施設に利用者増・市民サービス向上につながる取 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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▽各施設の戦略的活用に係る取組 すそ野拡大からトップ
アスリート育成までを
１つのサイクルとして
循環させるため各種
事業を実施した。
スポーツ戦略アドバイ
ザーとしてオリンピア
ンである阿部雅司氏
に就任いただき、他
のグループの施設を
含めて、複数施設を
横断的に活用するこ
とで、多種目を体験で
きる事業を実施する
ほか、複数施設を管
理するメリットを生か
し、様々な種目での
トップアスリートやオリ
ンピアンとの触れ合い
を通して、スポーツ・
競技への興味関心を
高める事業を実施す
ることができた。

スポーツ戦略ア
ドバイザーとして
オリンピアンを
起用し、「次世
代トップアスリー
ト輩出」「トップア
スリート活用」
「スポーツ活性
化・すそ野拡
大」の3本柱に
基づく各事業に
ついては、計画
どおり着実に実
施されており、
特にジュニアア
スリートの育成
について一定の
成果が見られ
る。今後は、こう
した成果を生か
すとともに、戦略
的活用について
の議論を深め、
これまで以上に
施設が活性化
するよう他事業
との相乗効果に
よる好循環の創
出へつなげられ
ることを期待す
る。

▼　施設を活用した事業を長期的に実施すること
により、「市民のスポーツ活動の活性化」→「競技
の裾野拡大」→「競技力の向上」→「トップアス
リートの輩出」→「スポーツへの興味・関心の高
揚」→「市民のスポーツ活動の活性化」・・・といっ
た好循環を創出するため、それぞれの事業を１つ
のサイクルとして体系化して各事業を実施した。
併せて、スポーツ戦略アドバイザーを配置するとと
もに、加盟競技団体や少年団などのスポーツに関
する豊富な知識、経験、実績をもった方々と連携
した実施体制を構築した。

▼　誰もが気軽に様々なスポーツを体験できるよ
うに、複数の施設を会場として、各種目の魅力を
知り、個人にあったスポーツを始めるきっかけとな
るような多種目体験事業「Do！スポKIDS」を実施
した。
・全10コース　148名受講

▼　シニア向けに軽スポーツやフィットネス、文化
教室などの多様なプログラムを通じて、健康に関
する知識や実践力を身に付けるきっかけとなり、
健康寿命を延ばし充実生活を送れるようにするこ
とを目的とした多種目体験事業を実施した。

▼　市内在住の小学生を対象に、幅広くウイン
タースポーツを親しむきっかけをつくり、ウインター
スポーツ体験者が増加することを通じて、ウイン
タースポーツ人口の裾野拡大を図ることを目的と
した「ウインタースポーツ塾」を実施した。
・夏季4種目・・・618名参加
・冬季7種目・・・811名参加
月寒体育館名誉館長「藤本那菜氏」、オリンピア
ンの「阿部雅司氏」「原田雅彦氏」がゲストティー
チャーとして指導した。

▼　加盟競技団体と連携し、指定管理施設を中心
とした会場において市民が日頃の練習成果を発
揮する場となる「札幌市民スポーツ大会」を開催し
た。
【市民スポーツ大会の実績】
・49競技　18,711名参加

▼　札幌市スポーツ少年団の事務局として指導
者及び保護者を対象として、「スポーツ栄養学」に
ついてなどの研修会を実施した。
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▽地域スポーツの活性化・裾野拡大 加盟競技団体のノウ
ハウを活用した幅広
いニーズに合わせた
スポーツ教室のほ
か、学校と連携した事
業など、地域スポーツ
の活性化に寄与する
事業も実施した。
また、障がい者ス
ポーツにも積極的に
取り組むことで、多様
なスポーツ活動の推
進に取り組んだ。

【地域スポーツの活性化】

▼　各競技団体から指導員推薦していただき、初
心者から上級者、子どもから大人までの幅広い
ニーズに合わせた教室を実施した。

【障がい者スポーツ普及促進の取組】

▼　公認初級パラスポーツ指導員29名、公認中
級パラスポーツ指導員9名の有資格者を含めた職
員が障がい者スポーツ団体が運営する普及事業
に携わった。

▼　「一般社団法人札幌市障がい者スポーツ協
会」の役員（理事）に理事長が、顧問に会長が就
任し、障がい者のスポーツ環境整備に取り組ん
だ。

▼　札幌市における障がい者スポーツの取組みを
検討するため、理事が「札幌市障がい者スポーツ
普及促進協議会」の委員に就任し、年3回の協議
会に出席した。

▼　教室事業を通じた地域スポーツの活性化・裾
野拡大に向けて、市民参加型ワークショップを行
い、市民の声を参考に教室事業の愛称やPR動画
を作成するなど、市民と一体となった地域スポー
ツの推進を図った。

▼　身近にパラスポーツを感じていただき、障がい
のある方が「する」きっかけとなる他、障がいのな
い方が「知る」きっかけとなる事業を多く実施し、
様々な種目を体験できる機会を創出した。
【実施種目】
ボッチャ・フライングディスク・ブラインドサッカー・
ローラーシットスキー・クロリティ・ビームライフル・
車いすバスケ・車いすラグビー・チアダンス・ゴー
ルボール・デフ卓球・デフバドミントン・シットス
キー・バイスキー・パラアイスホッケー・車いすカー
リング
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▽　トップアスリート活用に係る取組 市内のプロスポーツ
チームと連携し身近
にトップアスリートと触
れ合うことができる事
業を実施した。今年度
は昨年度に比べ、種
目や回数の拡充をお
こない、様々なアス
リートに触れ合う機会
や直接指導を受ける
ことができる回数を増
加させ、スポーツへの
興味、関心を高める
きっかけづくりに貢献
した。

▼　トップアスリートと身近に触れ合う機会を設け
ることで、スポーツへの興味・関心を高めるきっか
けとなる事業を実施し、すそ野拡大に貢献した。

ア　トップリーグチームと連携したアカデミー事業

団体名/種目

イ　教室・イベント　

イベント名／指導者

406名 449名

64名

１教室

14名 75名

－
46名

－
40名

156名 162名

令和5年 令和6年 令和7年

（フィジカ ルアカ デミー）

北海道コンサドーレ札幌

北海道コンサドーレ札幌

デンソーエアリービーズ

プロスポネットSAPPOROチャレンジフェ スタ

日本ハムファイターズ 1コース 1コース 1コース

（野球） 18名 20名 20名

日本ハムファイターズ 3コース 3コース 3コース

35名 33名 36名

レバンガ北海道 8コース 10コース 11コース

（バスケットボール） 112名 199名 182名

エスポラーダ北海道 2コース 2コース 2コース

（フットサル） 19名 24名 22名

2コース 2コース 2コース

（サッカー） 10名 9名 10名

－
1コース

－
（バドミントン） 26名

2コース 2コース 2コース

（バレーボール） 33名 34名 37名

かけっこ教室 7コース

（北風　沙織　氏）

NTT東日本バドミントン部教室 1コース
－

（NTT 東日本バドミントン部）

アイスホッケー教室 8教室

（鈴木　雄大　氏）

テニス教室 4教室

（森本　凪咲　氏）

1教室

1コース 1コース

令和6年 令和7年

16コー
ス

SASPO EXPO～しょくがつなぐ未
来～トークセッション
（阿部　雅司　氏、狩野　亮　氏、藤
本　那菜　氏）

（北海道日本ハムファイターズ、北
海道コンサドーレ札幌、レバンガ北
海道、エスポラーダ北海道、北海
道イエロースターズ）
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ウ　多種目体験教室　

指導者名/種目

▽トップアスリート輩出に向けた事業 能力測定会を通して
選抜した子どもたちを
対象に、適性を伸ば
す事業を実施し、管理
施設でのトレーニング
を実施した。活動拠点
として、クラブハウスを
設立したことにより、ト
レーニング・育成環境
の向上が図られ、好
成績につながった。ま
た、上位クラスにあた
る育成事業では国際
舞台での活躍を目指
したレベルの高いト
レーニングを実施し、
全国レベルでの競技
成績を残すことができ
た。

▼　次世代のトップアスリート輩出に向けた育成
環境を整えるとともに育成選手の活動拠点となる
ようにクラブハウスをクラウドファンディングを活用
して、スポーツ交流施設内に設立した。また、クラ
ブハウスを活用することで、事業認知度の向上や
加盟団体をはじめとする指導者や保護者を対象に
講習会を実施することで、市民還元をすることがで
きた。

▼　当協会の自主事業である多種目体験事業を
はじめとする教室受講生や施設利用者、スポーツ
に関心を持つ小学生を対象とした「スポーツ能力
測定会」を『さっぽろジュニアアスリート発掘事業』
として実施した。
【令和7年度スポーツ能力測定会】
測定内容：30mスプリント、垂直飛びなど
申込者数：550名
参加者数：450名（申込多数のため抽選）
選抜者数：11名

令和5年 令和6年 令和7年

（ミニバスケットボール）

北風　沙織　氏

A-bank北海道

レバンガ北海道

エスポラーダ北海道

サフィルヴァ北海道

日本ハムファイターズ

阿部　雅司　氏

プロジェクト
選抜者

3回 5回 4回

（かけっこ） 77名 88名 60名

5回 5回 4回

（かけっこ） 133名 105名 64名

12回 12回 6回

243名 214名 37名

11回
－ －

（フットサル） 234名

－
9回 14回

（フットサル） 236名 119名

－
6回 12回

（野球） 175名 124名

1回 1回 3回

（歩くスキー　他） 19名 14名 40名

年度 申込者 参加者

令和５年度 823名 508名 8名

令和６年度 750名 482名 8名

令和７年度 550名 450名 11名
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▼　スポーツ能力測定会で優秀な成績を収め、選
抜された子どもたちを育成事業候補生とし、主に
協会管理施設を横断的に使用して子どもたちの
適正を見出し、能力を伸ばすトレーニングを『さっ
ぽろジュニアアスリート発掘プロジェクト』として実
施した。

事業内容

プロジェクト生の主な成果（修了生除く）

年度
全道大会 国内大会

入賞者 出場者

▼　加盟競技団体からの推薦を受けた選手たち
に対し、継続的なトレーニングや合宿などを実施。
国外・国内の大会で優秀な成績を収め、国際舞
台で活躍できる選手育成を『さっぽろジュニアアス
リート育成事業』として実施した。
対象者：8種目　34名

内容

育成選手

強化合宿実施回数

年度 プロジェクト生

令和５年度 27名

令和６年度 23名

令和７年度 22名

令和5年度 ７名 ０名

令和6年度 １２名 ０名

令和7年度 ８名 １名

内容 実施施設

発掘プロジェクト選考会
北ガスアリーナ札幌46
、東区体育館

トレーニング
スポーツ交流施設、月
寒体育館　他

種
目
練
習

カーリング
どうぎんカーリングス
タジアム

陸上
円山総合運動場、ス
ポーツ交流施設　

バドミントン 東区体育館

テニス 平岸庭球場

合同研修会 東区体育館

研
修
会

スポーツ栄養学 Zoom

ハイパフォーマンスト
レーニング

スポーツ交流施設

面談 Zoom

令和5年 令和6年 令和7年

93名 97名 34名

24回 25回 20回
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プロジェクトメンバー

〇 〇 〇

〇 〇 〇

スノーボード

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

スキージャンプ

〇 〇 〇

〇 〇 －

カーリング

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

フリースタイル

〇 〇 〇

〇 － －

〇 〇 〇

－ 〇 〇

ノルディックコンバインド

〇 〇 〇

〇 〇 －

陸上

〇 〇 －

〇 〇 －

バドミントン

〇 〇 －

〇 〇 －

テニス

〇 〇 －

〇 〇 －

阿部　雅司

（リレハンメル五輪ノル

ディック複合）

豊田　太郎

（フリースタイ ル日本代表

チーム　トレーナー）

中井　孝治（ソルトレーク五

輪日本代表）

高橋　福樹（プロスノー

ボーダー）

松本　遥奈（平昌五輪日本

代表）

菅野　公則（札幌スキー連

盟）

佐々木　真悟（札幌ジャン

プスポーツ少年団）

石崎　琴美（ソルトレーク五

輪日本代表）

松沢　美香（ソルトレーク五

輪日本代表）

加藤　智（札幌カ ーリング

協会）

工藤　哲史（国際スキー連

盟　Technical Director）

伊藤　みき（トリノ、バン

クーバー、ソチ五輪日本代

表）

島谷　博幸（全日本スキー

連盟　日本代表チーム

コーチ）

佐藤　史隆（札幌スキー連

盟）

千葉　正人（全日本スキー

連盟　U-20アシスタント

コーチ）

富井　彦（長野・ソルトレー

ク五輪日本代表）

井上　智雄（札幌陸上競技

協会）

仁井　有介（全日本実業団

対抗陸上選手権大会　100

ｍ優勝）

妹尾　正義（札幌地区バド

ミントン協会）

大島　健史（札幌地区バド

ミントン協会）

黒田　裕太（札幌テニス協

会）

千葉　政徳（札幌テニス協

会）
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育成選手の主な成果

年度
国内大会 国際大会

入賞者 入賞者

【育成選手の主な競技成績】

スノーボード

2026ミラノ・コルティナオリンピック

工藤　璃星　※ ５位

山田　琉聖　※ ３位（銅メダル）

スキージャンプ

第80回国民スポーツ大会

佐々木　星語 優勝

カーリング

日本ジュニアカーリング選手権

優勝

※　育成事業卒業生

（5）施設利
用に関する
業務

▽　利用件数等 雪まつり期間の昨年
度に比べ1日減少した
ことで、昨年度ベース
を見込んでいた計画
人数よりも減員となる
結果となった。個人利
用・自主事業はともに
計画を上回った。

▼　利用者数 （人） 施設使用の申
込や承認に関す
る業務は条例等
に基づき適正に
行われている。
計画値を上回る
利用者数を達成
できるよう、引き
続きの取組に期
待する。

区　分 R７計画 R７実績 前年比

個人利用 79,600 81,635 102.6%

専用利用 769,800 652,520 84.8%

自主事業 5,100 5,563 109.1%

合　計 854,500 739,718 86.6%

▽　利用の承認、不承認、取消し、減免、還付等 条例、施行規則、要
領に基づき、適正に
使用承認などを行っ
た。

▼　近年、真夏日や猛暑日が増加していることか
ら、熱中症アラートが発令された日の専用利用に
ついて、利用開始時間までに専用利用をキャンル
セルした場合は、利用料を徴収せず、事前に納付
された利用料は還付する取り決めとし、安全安心
な利用環境を整えた。

国内強化

指定選手

▼　個人利用は使用券により、専用利用は札幌
市スポーツ交流施設使用承認書により使用の承
認を行った。
また、使用の不承認に該当しないよう札幌市ス
ポーツ交流施設の使用許可に係る審査基準に基
づき、利用団体と十分に事前打合せを行った。
その他、承認の取消しや利用料の減免、還付、
撮影に関する承認について、札幌市スポーツ交流
施設条例、同施行規則、各基準、要綱に基づき、
行政執行代理者として、適正な手続きを行った。

令和5年度 7名 9名 33名

令和6年度 13名 1名 33名

令和7年度 9名 0名 26名

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 鈴木　琴音　田中　萌珈
中尾　美波　橋本　明奏里
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▽　利用促進の取組 加盟競技団体などと
の連携を基にサービ
ス向上を図り、利用促
進に取り組んだほ
か、開館時間の繰上
げなどのサービス向
上に努めた。

▼　ランニングコースの一般開放おける人員整理
のため、競技団体から推薦を受けた指導員を配置
し、利用者の安全確保とサービス向上を図った。

▼　市民ニーズの拡大に応えるため、主催者の要
望に応じて開館時間の繰り上げまたは繰り下げを
行い、より使用しやすい環境を整えた他、社会人
のスポーツ活動を促進することを目的として、閉館
時間を繰り下げて専用利用の受け入れた。　　

（6）付随業
務

▽　広報業務 ホームページのウェブ
アクセシビリティ確保
については、日本工
業規格「JIS X
8341-3：2016」の適
合レベルAAに準拠し
ていることを試験によ
り確認し、その評価結
果をホームページで
公開した。
また、協会公式SNSを
活用したPRにも取り
組んだ。

▼　ホームページは、アクセシビリティ、ユニバー
サルデザインの考え方に基づき管理し、総務省作
成の「みんなの公共サイト運用ガイドライン」を参
考に取組を実施した。

様々な広報媒
体を活用すると
ともに、ウェブア
クセシビリティの
確保、ホーム
ページの利便性
及び機能向上な
ど、利用者への
わかりやすい情
報発信に取り組
んでいる。今後
も様々な広告媒
体をより効果的
に活用すること
で、利用者の増
加につながるこ
とを期待する。

▼　閲覧者がホームページ上から施設の利用方
法やページについての問い合せを容易にできるよ
う、電話番号の他、各ページに問い合せフォーム
を設置し、必要事項を記載するだけで送信するこ
とができるよう配慮した。
ホームページから各施設担当者のグループウェア
に直接お問合せメールが送信され、全てのお問
合せに対し7日以内に回答できるよう対応した。
・問合せ件数総数：R7年度788件

▼　JIS X 8341-3 の改正、障害者差別解消法施
行を遵守し、ウェブアクセシビリティ方針をホーム
ページに公開するとともに、JIS X 8341-3:2016の
適合レベルＡＡの準拠への取組を実施した。
・ページ作成時ルールを徹底するため、各施設に
ホームページの更新責任者（館長）と担当者を選
任。
・ホームページ保守委託事業者との協力体制を構
築し、専門的な知識や技術についての情報を収
集。
・HPアクセス報告会、ウェブアクセシビリティ意見
交換の実施（7/18開催）
・HPアクセス数：6,633,314

▼　ウェブアクセシビリティ基盤委員会※が示す「
JIS X 8341-3:2016 試験実施ガイドライン 2016
年3月版」に基づき、1年に1 回試験の実施し、適
合レベルAA に準拠していることを確認し、ホーム
ページに公開した。
・試験年月日：2026年3月31日
・試験の要件：当協会公式ホームページである
https://www.shsf.jp/ および配下のCMS（コンテ
ンツマネジメントシステム）で作成し、管理するも
の。（代表するウェブページ：15ページ、ランダム
抽出：25ページ）
・達成した等級：AA

▼　ホームページの作成にあたっては、「札幌市
公式ホームページガイドライン」及び、当協会の
ウェブアクセシビリティガイドライン基づき対応し、
新規ページについてはJIS X 8341-3:2016の適合
レベルＡＡに準拠した。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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【主な取組実績】

〇音声コンテンツ（YouTube、spotify）を活用した
協会PR
〇広報さっぽろ地上デジタルテレビのデータ放
送、札幌市イベント情報誌、札幌市公式LINEへ教
室情報を掲載
〇町内会回覧板の活用
〇札幌市スポーツ協会公式LINE及びInstagramへ
教室情報を掲載
〇フリーペーパーへ全施設一斉教室募集情報掲
載
〇市内小学校及び幼稚園等に教室募集要項を
○職員採用募集情報掲載（ハローワーク、ジョブ
キタ、バイトル、マイナビ、タウンワーク他）
○協会カレンダーの発行

▽　その他管理運営業務に付随する一切の業務 さっぽろグローバルス
ポーツコミッションの
事務局として管理施
設を活用した大会・合
宿誘致の活動を推進
した。

▽　引継ぎ業務

（前回から継続指定のため、引継業務なし）

▼　各種案内の配布
施設利用案内や教室募集のチラシを定期的に作
成し、利用者が入手しやすいよう市役所関連施設
などにおいて配布するとともに、各種広告媒体を
活用し、施設のPRや情報提供を積極的に行なっ
た。

▼　「さっぽろグローバルスポーツコミッション」の
事務局機能を担当し、契約職員（専門員）2名を配
属するとともに、施設を活用した大会・合宿誘致の
活動などを推進した。
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２　自主事業その他

▽　自主事業 事業数、参加者数と
もに計画通り実施す
ることができた。施設
の特色を活かした
パークゴルフの大会
から、かけっこ教室、
テニス教室やヨガなど
幅広く事業を実施し、
様々なスポーツ・運動
に触れるきっかけづく
りに貢献した。

▼　自主事業実施状況 自主事業につい
ては、教室・大
会・イベント等の
多様な取り組み
を意欲的に実施
している。このよ
うに市民がス
ポーツに親しむ
契機を積極的に
創出すること
は、心身の健全
な発達や体育
の普及振興とい
う「施設の設置
目的」に大きく
寄与していると
認められるた
め、『A』評価と
する。
今後は、各事業
間の相乗効果
による好循環の
創出に向け、そ
の成果を客観的
な指標等で可視
化していくことを
期待したい。

区　分 事業数（事業） 参加者数（人）

R6 R7 R6 R7

一般事業 46 50 804 819

スクール事業 0 0 0 0

施設間合同事業 0 0 0 0

大　会 1 1 88 84

合　計 47 51 892 903

地域事業 1 2 50 2,055

※事業数、参加者数ともに概ね計画通りだった。

▼　地域住民のスポーツ・健康づくり活動を支援するため、区
が運営主体となる「ひがしく健康スポーツまつり」などのス
ポーツ・レクリエーションイベントを通じ、区役所、区民セン
ターなどと連携を図り良好な関係を築いた

▼　施設を横断的に活用した子ども向け多種目体験型スクー
ル事業として「DO！スポKIDS」を開催し、子どもの運動の幅
を広げ基礎運動能力の向上を図り、個々に合うスポーツを始
めるきっかけを提供することを目的とした事業を展開した。

▼　教室、大会・イベントなどの自主事業参加者に事故・怪我
が発生した場合は、施設管理の瑕疵に伴う施設賠償責任保
険と併せて、当協会独自のお見舞い制度（傷害見舞金給付
制度）を適用する体制を整備した。（入院：日額1,500円、通
院：日額1,000円）

▼　自主事業の収支については、指定管理業務に関する収
支と区分して経理し、さらに教室、イベントなどの事業部門と
販売などの収益部門で区分した。
また、明確に区分できない人件費や当協会本部機能などの
管理経費については、各事業の規模に応じて適正に配分し
て経理した。

▼　スポーツ活動中の水分補給のため、施設内の適所に自
動販売機を設置し、飲料の販売を行った。
なお、これらに係る行政財産の使用にあたっては、目的外使
用申請を適正に行った。

▼　札幌からのオリンピアン輩出を目指した「さっぽろジュニ
アアスリート発掘・育成事業」を、スノーボード、カーリング、ス
キージャンプ、ノルディック複合、フリースタイルスキー、陸
上、テニス、バドミントンの8種目に加え、今年度からはスピー
ドスケート、マウンテンバイクの種目を追加した計10種目にお
いて実施し、日常のトレーニングや合同研修会を行うととも
に、1月12日 にスポーツ能力測定会を行った。

▼　環境省の熱中症予防サイトで発表されるWBGT予測値を
用いて、当協会で休講判断基準を設け、受講者や指導者が
安心して教室に参加できる環境を整えた。

▼　加盟競技団体からの推薦者や、各種指導に関する資格
を有する、質の高い指導者を登録配置し、子どもから高齢者
まで幅広い年齢層、初心者から上級者までの各種レベルに
対応した教室事業を展開した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等 特殊な条件の物件を
除き、札幌市登録事
業者への発注を基本
とし、障がい者就労施
設への業務発注など
に取り組んだ。

【市内企業等の活用】

▼　物品購入・修繕・役務契約などは、特殊なものを除き、札
幌市登録事業者を中心に約75.6%を市内企業へ発注した。

【福祉施策への配慮】

▼　クリーニング、除草業務やリサイクル石鹸などの物品調
達などで障がい者就労施設等に発注し、福祉団体の活用を
図った。

▼　総括課長が「障害者職業生活相談員資格認定講習」を
修了しており、職業生活全般における相談・指導を行う体制
を整えた。

３　利用者の満足度

▽　利用者アンケートの結果 アンケートは、条件、
案内、器具、環境、接
遇の項目に分けて調
査しており、市の定め
る目標水準（80％）に
対し、すべての項目
において大幅に上回
ることができた。
また、自由記載欄で
寄せられた利用者か
らの、ご意見・要望
は、施設の運営に反
映させ、利用者の更
なる満足度の向上を
図った。

実施方
法

総合満足度及
び接遇満足度と
もに要求水準
（目標）の80％
を大きく上回っ
ているため、『A
』評価とする。今
後も利用者の声
を把握した良好
な施設運営に期
待する。

結果概
要

利用者の総合満足度は要求水準の目標80％
に対し97.9％であった。
職員の接遇に関する満足度は要求水準の目標
80%に対し99.6％であり利用者からの高い満足
度を得ている。

利用者
からの
意見・
要望と
その対

応

【要望】
ランニングコースでスピード練習時間外でも速い
人が目立つので事故が心配。
【対応】
職員巡回及び危険周知を強化した。

実施期間：令和７年９月３日～９月28日
　　　　　　　令和８年１月４日～２月18日
実施方法：選択肢形式の設問、一部自由記述
式の質問紙調査。調査時間帯を3区分（午前・
午後・夜間）に設定し対象者年齢区分と性別の
均等性を考慮しながら受付付近にて直接利用
者に協力を依頼する方法で調査を実施した。
回答者数：505名
回答目標数は500名以上とし、505名の回答を
得た。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
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４　収支状況

▽　収支 （千円） 4月から条例改定によ
り利用料金が改定と
なったが、改定後の
料金が適応される専
用利用が計画よりも
少なかったために計
画を下回った。また、
原材料費の高騰など
による光熱費高騰分
の補填を受けなけれ
ばならない状況にあ
り、経費削減策に努
めていく必要がある。

項目 R7計画 R7決算 計画値よりも改
善されているも
のの、純利益は
赤字となってい
る。光熱費や人
件費の高騰も継
続している状況
であるため、今
後も引き続き、
可能な経費削
減を行うなど、
自主的な努力に
ついても期待し
たい。

収入 223,423 219,005 ▲ 4,418

214,539 208,849 ▲ 5,690

85,847 90,901 5,054

利用料金 128,692 117,928 ▲ 10,764

その他 0 20 20

自主事業収入 8,884 10,156 1,272

支出 253,732 247,564 ▲ 6,168

246,962 240,566 ▲ 6,396

自主事業支出 6,770 6,998 228

収入-支出 ▲ 30,309 ▲ 28,559 1,750

利益還元 0 0 0

法人税等 27 34 7

純利益 ▲ 30,336 ▲ 28,593 1,743

▽　説明

▼　自主事業の収支は概ね、計画通りだった。

▼　指定管理業務支出は、人件費の削減およびガス使用量
の減少により、計画を下回った。

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

▽　安定経営能力の維持 適 不適

指定管理事業及び各種自主事業の実施により、安定的・継
続的に収益を確保している。
また、流動比率が222.3%、自己資本比率は53.9％となってお
り、安定的な経営に資する財源を有している。

▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブ
ズマン条例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

適 不適

▼　協定に関する契約（第三者への委託、物品調達等）につ
いて、暴力団員や暴力団関係事業者を相手に契約を行わな
かった。

▼　個人情報は、協会の「保護方針・及び保護に関する規程
及び特定個人情報取扱規程」に基づき、階層別研修におい
てリスクマネジメントに関連した、ソーシャルメディアリスクへ
の予防対策や、 利用上の注意なども踏まえ各職員へ取扱い
の徹底を図った。情報公開条例等に関しても、指定管理者と
しての役割や義務を十分に認識し、すべて規定の手続きに
基づき適切に対応した。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
差

指定管理業務収入

指定管理業務支出

（決算-計画）

指定管理費

▼　利用料金は、専用利用が計画を大きく下回り減収となった。
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Ⅲ　総合評価

【指定管理者の自己評価】

総合評価 来年度以降の重点取組事項

これまで蓄積してきたノウハウや経験を活かし、要
求されている水準を上回る施設の維持管理を行なう
ことができた。また、市民のスポーツ活動の活性化
にむけて、様々な種目、種類の教室や多種目体験
型の教室、トップアスリートと触れ合うことができる
教室など、広く多くの方々がスポーツや競技に興
味・関心を持つきっかけを作り、すそ野拡大に資する
事業を実施することができた。また、更なる市民の
スポーツ活性化のため、トップアスリートの発掘育成
事業も継続的に取り組んだ。
令和７年度からの施設利用料金の改正後の利用状
況については、料金が上がったにも関わらず利用者
は増加していることから、適性な市民サービスがで
きていると考える。

更なる市民のスポーツ活動の活性化にむけ、教室事業
における広報戦略を積極的に進め、教室受講者の獲得
による施設活用の向上と収益力の向上を図り、市民へ
の利益還元につなげたい。
また、市民のスポーツ活動の活性化を発展させるた
め、継続的に協会に加盟している競技団体と共にアス
リートの発掘育成事業にも取り組み、トップアスリートが
身近にいる、身近な施設から出ることの効果を発揮でき
るようにしていきたい。

【所管局の評価】

総合評価 改善指導・指示事項

長年にわたり蓄積してきたノウハウを生かし、利用
者団体との円滑な調整や多様な市民ニーズに応じ
たサービス提供など、施設の設置目的に沿った適
切な維持管理・運営が行われている。
とりわけ、スポーツのすそ野拡大といった自主事業
において着実な実績を上げていることや、利用者満
足度で極めて高い水準を維持している点は、スポー
ツ施設の運営として高く評価できる。また、法定を大
きく上回る障がい者雇用率を達成するなど雇用環境
の整備にも尽力しており、事業運営と組織管理の両
面において非常に優れた取り組みがなされている。

今後は、次世代トップアスリート輩出やトップアスリート
活用に向けた事業と、現在実施しているスポーツ活性
化や競技のすそ野拡大に資する事業との相乗効果を
図ることで、一層の施設活性化へつなげていくことを期
待する。


